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　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。�

　ここに、当社第５３期（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１

日まで）の営業概況と決算内容のご報告並びに今後の経営方

針についてご説明申し上げます。�

　当社はセコムグループの一員として、セコムグループの基

本戦略である社会システム産業構築の一翼を担い、社会に真

の価値を提供する企業に進化すべく、事業構造の変革を進め

ております。　�

　本年５月、当社は公正取引委員会の排除勧告を受けましたが、

この勧告を厳粛に受け止め、今後不退転の決意でコンプライ

アンス経営の更なる徹底を図ると共に、激動する事業環境に

的確に対応するため、最高経営責任者（ＣＥＯ）と最高業務執行

責任者（ＣＯＯ）の２名体制をとり、役員はもとより全社一丸と

なって更なる事業発展に全力を尽くしてまいる所存です。�

　株主の皆様には何卒倍旧のご支援ご指導を賜りますようお

願い申し上げます。�

�

平成１３年６月�

代表取締役社長（ＣＯＯ）�

代表取締役会長（ＣＥＯ）�



営業の概況�

■営業の経過及び成果�

　当期のわが国経済は、期の後半から減速傾向が強まり、特に個人消

費の低迷状態は物価下落の進行に拍車をかけております。日本銀行も

デフレスパイラル防止のため量的緩和という従来にない金融緩和策に

踏み切るなど景気回復に注力しておりますが、米国経済の減退の影響

もあり景気回復が遅れ、企業の景況感も悪化しております。�

　当社は国及び地方公共団体を主要顧客としておりますが、当期の事

業環境はその官公需においても、財政難からの公共事業投資削減は

避けられず、また従来は景気対策のため行われていた大型の経済対策

も実施されなかったこと等により厳しいものでした。�

　当社は従来の公共事業関連の枠組みから大きく一歩を踏み出すた

め「変革」と「スピード」を経営の基本方針として掲げて諸施策を実施し

ております。具体的には、当社のコア技術である測量・計測、建設コン

サルティング、ＧＩＳ（地理情報システム）の融合による専業会社との差

別化、インターネット等ＩＴ（情報通信技術）を活用した官公庁及び民間

企業向け新サービスメニューの整備等であります。 お陰をもちまして、

地方公共団体の主要業務（都市計画、道路管理、下水道管理、固定資産

管理等）において共通の地図データベースを使用する統合型ＧＩＳ（商

品名ＰａｓＣＡＬ）は好評を博しております。また、民間企業向けのＧＩＳで

ある経営ナビシリーズ（エリア・マーケティング、ファシリティー・マネジ

メント、カスタマー・リレーション・マネジメントほか）やインターネットで

の地図配信サービスにつきましても大きな反響をいただきました。�

　当期の業績は、市場全体の低迷と価格競争激化に加え、主力業務の

一つである市町村の固定資産税関連業務が3年周期で訪れる端境期

と重なったこともあり、受注高は３９５億７２百万円（前年同期比１３.２％減）、

売上高は４３０億６百万円（同５.４％減）、利益面では、売上減による固定

費圧迫を回避すべく、コストダウン及び諸経費圧縮に努めましたが、営

業利益２１億７０百万円（同２９.７％減）、経常利益１７億４３百万円（同３２.８

％減)となりました。�

　当期利益につきましては、退職給付会計導入による変更時差異の償

却及び金融商品会計によるゴルフ会員権評価損等の影響もあり３億７

百万円（同７１.１％減）となりました。�

　当社は厳しい事業環境の中でも適正な利益水準を維持するために、

全社一丸となって業務の効率化やコスト削減に努めております。�

　なお、当期の配当につきましては、いまだ経営再建途上にあることから、

誠に遺憾ながら引きつづき無配とさせていただきたいと存じます。株

主の皆様のご期待にお応えすることが出来ず衷心よりお詫び申し上げ

ます。�

次に各事業領域別の概況についてご説明いたします。�

�

�

�

　�

　当事業領域は航空写真撮影や航空機搭載型のレーザースキャナー

による地形・地物（高さを含む３次元データ）計測等の技術を用いて、

広域の地図及び高密度の標高データの作成、地震・地すべり・土石流

等の災害把握を行っております。主たる成果品は都市計画図、道路・下

水道・上水道・公園等の現況平面図及びデジタルデータで行政のプラ

ンニングや施設管理の必須資料となっております。また、当事業領域で

は人工衛星によるＧＰＳや超精密測距儀、地上据置型レーザースキャ

ナーを用いて各種基準点の位置測量、構造物の精密計測、歴史的建造

物等文化遺産の3次元測定等を実施しており、その計測技術は各界か

ら高い評価を得ております。�

　当事業領域は、受注高１４２億６４百万円（前年同期比２２.２％減）、売上

高１４７億２３百万円（同２３.４％減）となりました。なお、前期までは当事業

領域に含めておりました「土地区画整理業務」を当期から建設コンサ

ルタント事業領域に編入いたしました。�

�

�

　当事業領域は公共事業に直接関係する調査解析・計画立案・土木設計・

環境アセスメント等の業務を行っております。地方公共団体の財政悪

化により、公共事業全体の見直しや縮減が進み市場環境は芳しくあり

ませんでしたが、当社はＧＩＳ等の技術を活用した提案を行い、河川ＧＩＳ、

砂防ＧＩＳ等数多くの管理型コンサルテーション業務の受注に成功いた

しました。�

　当事業領域の受注高は１１２億４０百万円（同１１.３％減）、売上高１１９億

６４百万円（同１３.４％減）となりました。�

�

�

　当事業領域はＧＩＳ基本ソフトの世界的標準となっているＡｒｃＩｎｆｏ（ア

ーク・インフォ）のほかＡｒｃＶｉｅｗ（アーク・ビュー）、ＭａｐＯｂｊｅｃｔｓ（マッ

プオブジェクツ）等米国ＥＳＲＩ社製品の販売並びに国及び地方公共団�

測 量 ・ 計 測 事 業 領 域�

建 設 コ ン サ ル タ ン ト 事 業 領 域�

情 報 シ ス テ ム 事 業 領 域�

�

●各事業領域の概況�



営業の概況�

�

体向けＧＩＳアプリケーションの開発と地図データベース構築を行って

おります。政府は平成１２年１１月、５年以内に世界最先端のＩＴ国家と

なることを目指して「ＩＴ基本戦略」を打ち上げましたが、その中で高

度な移動体通信サービスを普及・促進する上でＧＩＳとの連携が必要で

あると明記するなどＧＩＳへの関心は一段と大きくなっております。�

　当社はこれまで主として官公庁向けにＧＩＳ関連ビジネスを展開して

参りましたが、民間でのＧＩＳ活用ニーズも非常に高いことから企業経

営のツールとして、先に述べました数種類の経営ナビ商品を開発、リリ

ースいたしました。また、従来ＧＩＳは便利だけれども扱いにくいとのご

指摘がありましたため、インターネットを介して簡単な操作で地図やデ

ータが入手出来るＡＳＰサービスも開始いたしました。これらの民間向

けサービスは緒に着いたばかりですが、さらに内容の充実を図る所存

であります。�

　当事業領域の受注高は１４０億６７百万円（同３.５％減）、売上高１６３億

１９百万円（同３１.６％増）となりました。�

�

�

■会社が対処すべき課題�

　当社はセコムグループの一員として、セコムグループの基本戦略で

ある社会システム産業構築の一翼を担うべく、事業構造の変革を進め

ているところであります。その一環として、２００１年１月に２１世紀の経営

ビジョン「ＧＥＯ（ジオ）計画」を策定いたしました。本計画は、確固たる経

営理念と組織風土を土台に「社会に真の価値を提供する企業」として常

に進化し続ける組織を築き上げ、「社会から存在を期待される企業」と

なるためにその将来像を明示したものです。目指すところは、地理情

報サービス事業の創造企業であります。ＧＩＳを基軸に官需のみならず

民間市場をターゲットにした他社の追随を許さない新技術・新商品の

開発と市場での価格競争に打ち勝つことのできる経営体質に全社を

挙げて取り組んでゆく所存であります。�

　なお、当社は宮城県・福島県両県に所在する官公庁等が指名競争入

札により発注する航空写真測量業務に係わる営業行為に関し、独占禁

止法に違反していたとして平成１３年５月２１日公正取引委員会より排除

勧告を受けました。当社は一昨年８月のセコムグループ入りを機に、「社

会的に公正であることを判断基準として常に正しさを追求する」こと

を経営理念に掲げ、遵法経営の推進に鋭意努力してまいりましたが、

今般勧告を受けたことは痛恨の極みであります。�

　既に当社は、今回の勧告に至った平成１２年５月の公正取引委員会の

立ち入り調査を重く受け止め、その直後から役員人事を含む社内体制

の強化、経営理念の再徹底、並びに組織風土革新キャンペーンの遂行

など、全力を傾注し遵法経営の徹底を図っているところであります。�

　当社はこの度の勧告を厳粛に受けとめ、これまで実践してきました

コンプライアンス・プログラムを改善強化し、いささかの疑念を持たれ

ぬよう徹底した遵法経営を実現して行く所存であります。�

　株主の皆様を初め、関係各位に多大なご迷惑をおかけいたしました

ことをお詫び申し上げますとともに、株主の皆様におかれましては、今

後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますよう衷心よりお願い申し上げ

ます。�

�

�

■営業成績及び財産の状況の推移�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

■�設備投資及び資金調達の状況�

　①�設備投資の状況�

　　特記すべき事項はありません。�

　②�資金調達の状況�

　　金融機関からの借入によって資金調達を行っております。�

　�

（注）�

受 注 高�

売 上 高�

当 期 利 益�

１株当たり当期利益�

純 資 産�

４６,８４５�

５１,８６９�

２３９�

２円４３銭�

３２，４５１�

４５,５９３�

４５,４４５�

 １,０６４�

 １４円０３銭�

 １７,２１２�

４６，８９３�

５２，９８４�

△ ３５，３７２�

△ ３５８円６５銭�

△ ２，９２１�

（単位：百万円）�

区　　　分�
第５０期� 第５１期� 第５２期�

（平成９.４～１０.３）�（平成１０.４～１１.３）�（平成１１.４～１２.３）�

３９,５７２�

４３,００６�

 ３０７�

 ４円０６銭�

 １６,８００�

第５３期�
（平成１２.４～１３.３）�

１．第５２期より収益計上基準に工事進行基準を採用しております。�
２．売上高の第５０期、第５１期の数値には以下のとおり、不動産事業の売上高が含まれ�
　　ております。�
　　第５０期　１，８２１百万円　　　第５１期　５，６９３百万円�



ＴＯＰＩＣＳ～パスコ最新動向～

パスコでは、常に最新の技術を採用し、長年培ったノウハウと技術を融合した地理情報を基軸とする新情報サービスを提

供することにより、真に便利で豊かな社会システムの実現に貢献するリーディングカンパニーを目指します。新世紀を迎え

た今期「２１世紀ビジョン」を策定し、 日々挑戦を続けております。 

下記に当社の新サービスなどの概要と「パスコ２１世紀ビジョン」をご紹介いたします。

フルデジタル計測技術の
構築と具体的な展開

※最新情報はパスコホームページをご覧下さい　⇒　ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｐａｓｃｏ．ｃｏ．ｊｐ

パスコ２１世紀ビジョン  「ＧＥＯ計画－大いなる進化の創生－ 」

　火星探査用センサー技術を基とした世
界初の３ラインセンサーシステム、３次元デ
ータをダイレクトに取得する３Ｄレーザー
計測システム、航空機レーザー計測システ
ムなどを取り入れ、地形・地物データ取得
のフルデジタル化を推進しております。

経営ナビゲーションサービスの
さらなる充実

　昨年のサービス開始以来、「経営ナビＭ
ａｒｋｅｔｉｎｇ」「経営ナビＬｉｇｈｔ」「経営ナビ
ＣＲＭ」「経営ナビＦＭ」とシリーズ展開し、
経営ナビゲーションサービスの充実を図
っております。分析や管理など、企業の様々
なＩＴ戦略をサポートし続けております。

インターネットＧＩＳによる
ｅ-事業サービスの推進

　これまでの蓄積した高度な技術、コンテ
ンツを活用し、ｅ-事業サービスへ市場を拡
大しております。豊富なコンテンツ基盤より、
行きたい「場所」を迅速かつ簡単に探し出
すための「いくとこガイド」などのサービス
を開始しております。

この他、 ＧＩＳフロンティア（新領域）の挑戦として、「医療福祉分野」などへのＧＩＳ技術の応用研究を進めています。

「社会から存在を期待される企業」となるために、パスコ２１世紀ビジョン「ＧＥＯ計画－大いなる進化の創生（Ｇｒｅａｔ Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ Ｏｒｉｇｉｎａｔｅ）－」を進行

中です。５つのビジョンを見つめた「ＭＯＳＴ＆Ｅ」を柱とし、全てのビジョンで「最上級（ＭＯＳＴ）」の追究と「地球環境（Ｅ）」を重視し、事業のキーワード

になる「ｅ-ビジネス」を展開することによって、真に便利で豊かな社会システムの実現に貢献するリーディングカンパニーを目指します。 

全組織・全社員がお

客様の立場に立った

マーケティングを展

開し、お客様と相思

相愛になる。

社会から一緒懸命に

仕事をしていると評

価される組織となる。

パスコならではの最

上級の地理情報サ

ービスを提供する。

コンテンツ作成と表

現、ＧＩＳ＆ネットワー

ク利用、問題解決、こ

れら各々の分野で

Ｎｏ．１の技術を持つ。

地理情報サービス

の提供などを通じ、

より良い地球環境の

創造と保全に貢献

する。

マーケティング 組　　織 サービス 技　　術 地球環境

いくとこガイド

http://www.ikutoko.com

行きたい場所をすぐに検索！

セ コ ム 株 式 会 社

三 菱 商 事 株 式 会 社

株式会社東京三菱銀行

株 式 会 社 北 陸 銀 行

三菱信託銀行株式会社

株 式 会 社 東 海 銀 行

株 式 会 社 三 和 銀 行

東洋信託銀行株式会社

新 東 亜 交 易 株 式 会 社

５３，０８４

１，３４６

１，２３２

８９０

７７８

７５４

７３８

７２９

３３０

３２５

（６９.９８％）

（  １.７７  ）

（  １.６２  ）

（  １.１７  ）

（  １.０２  ）

（  ０.９９  ）

（  ０.９７  ）

（  ０.９６  ）

（  ０.４３  ）

（  ０.４２  ）

重要な会計方針 利益処分

会社の概況

　当社は、測量業者（第（１１）－５６号）、建設コンサルタント（建１１第１１５５

号）、補償コンサルタント（補１１第６８８号）、地質調査業者（質９第２４号）

として建設（現：国土交通）大臣登録、不動産鑑定業者（（３）第１４４号）と

して国土庁長官（現：国土交通大臣）登録並びにシステムインテグレータ

として通商産業（現：経済産業）大臣認定を受け、総合的な技術コンサル

ティング事業を行っております。

１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
３．東洋信託銀行株式会社の持株数には、信託業務に係る株式数が１９２千株含まれて
　　おります。
　　三菱信託銀行株式会社の持株数には、信託業務に係る株式数が２４３千株含まれて
　　おります。
　

■主要な事業内容

■株式の状況

会社が発行する株式の総数 発行済株式の総数 当期末株主数

２０２,０３０,９９５株 ７５,８５１,３３４株 １４,５０７名

●株式数及び株主数

●大株主

（単位：円）

１，２８７，７６８，５６９

１，２８７，７６８，５６９

 株　　主　　名
当社への出資状況 当社の大株主への出資状況

千株 ―

１７８

１,４４９

７４０

２７７

４８４

４１８

５７５

０

―

（ ― ％ ）

（  ０.０１  ）

（  ０.０３  ）

（  ０.０８  ）

（  ０.０１  ）

（  ０.０１  ）

（  ０.０１  ）

（  ０.０４  ）

（  ０.０１  ）

（  ―  ）

千株

（注）

持 株 数 （持株比率） 持 株 数 （持株比率）

当 期 未 処 分 利 益
これを次の通り処分いたします。

次 期 繰 越 利 益

１．有価証券の評価基準及び評価方法
　　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
　　　　
　　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

３．固定資産の減価償却方法

４．繰延資産の処理方法

５．引当金の計上基準

６．収益の計上基準
　　請負業務につきましては工事進行基準を採用しております。
７．リース取引の処理方法
　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
　　取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

日本トラスティ・サ ービス
信託銀行株式会社（信託口）

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）
移動平均法による原価法

最終仕入原価法
最終仕入原価法
個別法による原価法
最終仕入原価法

定額法（ただし、車輌については定率法により、耐用年数につい
ては、法人税法に規定する方法と同一基準）
定額法（ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内におけ
る利用可能期間（５年） に基づく定額法）

商法の規定に基づき期間内（３年）に毎期均等償却  

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき当期に対応する額を計上しております。
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
なお、会計基準変更時差異（２，１７３，５９８千円）については、４年に
よる按分額を費用処理（特別損失）しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

（１５．６年）による定額法により次期会計年度から費用処理するこ
ととしております。

時価のあるもの

時価のないもの

そ の 他有価証券

商 品
材 料
仕 掛 品 �
貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産 �

無 形 固 定 資 産
�

新 株 発 行 費 �

貸 倒 引 当 金 �

賞 与 引 当 金

退 職 給 付引 当 金

８．重要なヘッジ会計の方法

９．消費税等の会計処理

（追　加　情　報）　　　

㈰ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たし
　ている場合は振当処理を採用しております。
㈪ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　　為替予約
　ヘッジ対象　　外貨建買掛金及び予定取引
㈫ヘッジ方針
　当社は、外貨建債務支払の短期の為替変動リスクをヘッジするために為替予約を実施し
　ております。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

１．　退職給付会計
　　当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
　（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によっ
　た場合と比較して、経常利益は２４５，８２３千円増加、特別損失に変更時差異償却５４３，３９９千
　円を計上したことにより、税引前当期利益は２９７，５７５千円減少しております。
　　また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付
　引当金に含めて表示しております。
２．　金融商品会計
　　当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企　業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用しております。この結果、従来の方法によ
った　場合と比較して、ゴルフ会員権については税引前当期利益が１９７，３３７千円減少して
おり　ます。有価証券及び貸倒引当金についてのこの変更による影響額は軽微であります。
３．　外貨建取引等会計基準
　　当期から改定後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に
　関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。この変更に
よ　る損益への影響は軽微であります。
４．　期末日満期手形の会計処理
　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な
お、　当会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が当期末残
高に　含まれております。
　　受取手形　２，２７５千円



貸借対照表�（平成１３年３月３１日現在）�

繰　延　資　産� ２６，６８７�

２６，６８７�

資　産　合　計� ５４，４９７，０２７�

科　　　目�

【　資　産　の　部　】�

流　動　資　産�

固　定　資　産�

現 金 及 び 預 金          �
受 取 手 形�
売 掛 金          �
自 己 株 式�
仕 掛 品�
商 品�
材 料 ・ 貯 蔵 品�
短 期 貸 付 金�
前 払 費 用�
未 収 入 金�
繰 延 税 金 資 産�
そ の 他 の 流 動 資 産�
貸 倒 引 当 金�

９，４２６，７９１�
５５，３８５�

２３，７０３，３００�
５５９�

７５，０９０�
１６３，３３２�

６，８７０�
６５３，３５０�
２０４，４３２�
５２８，２１２�
６０９，０００�
４６４，３３３�

△　１２４，６２４�

３５，７６６，０３５�

１８，７０４，３０４�

金　　　額�

投 資 有 価 証 券          �
子 会 社 株 式�
出 資 金�
長 期 貸 付 金          �
固 定 化 債 権�
敷 金�
繰 延 税 金 資 産�
そ の 他 の 投 資�
貸 倒 引 当 金�
�

新 株 発 行 費�

建 物�
構 築 物�
機 械 及 び 装 置�
車 輌�
什 器 備 品�
土 地�
建 設 仮 勘 定�

ソ フ ト ウ ェ ア�
ソフトウェア仮勘定�
電 話 加 入 権�

３，０７３，４０４�
５，１７９�

１４６，５２０�
３，８３８�

５９５，１７８�
５，１４８，５０２�

４７，３９１�

２８２，６９７�
１０２，１２１�
５２，２２１�

４，８２７，３７１�
２３５，８７２�
１１４，８０３�
４８０，０００�

４，２８６，６７９�
１，１１７，９７８�
２，２１５，４１２�

３８６，８８３�
△　４，４１７，７５４�

９，０２０，０１５�

無形固定資産� ４３７，０４１�

投　 資　 等� ９，２４７，２４７�

負 債・資 本 合 計  ５４，４９７，０２７�

資　本　合　計� １６，８００，５５４�

科　　　目�

【　負　債　の　部　】�

【　資　本　の　部　】�

流　動　負　債�

固　定　負　債�

買 掛 金�
短 期 借 入 金�
�
�
未 払 金�
未 払 費 用�
未 払 法 人 税 等�
前 受 金�
賞 与 引 当 金�
そ の 他 の 流 動 負 債�

６，４１７，７７２�
２１，２２０，０００�

１３０，０００�

１，４３９，９１７�
１６９，３７３�
７５，８１７�

６３５，２９５�
４８９，０４８�
１７４，３６６�

３０，７５１，５９０�

６，９４４，８８２�

資　　本　　金� ８,７５８,４８１�

法　定　準　備　金� ７,４７４,４７０�

剰　　余　　金� １，２８７，７６８�

評　価　差　額　金� △　７２０，１６５�

（単位：千円）�

金　　　額�（注）�

７,４７４,４７０�

（３０７，７８４�

長 期 借 入 金�
退 職 給 付 引 当 金�
預 り 保 証 金�

資 本 準 備 金�
�

当 期 未 処 分 利 益�
（ う ち 当 期 利 益 ）�

６，０００，０００�
８９２，８４４�
５２，０３７�

１，２８７，７６８�

その他有価証券評価差額金� △　７２０，１６５�

負　債　合　計� ３７，６９６，４７２�

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。�

２．親会社に対する債権　短期金銭債権� �

　　親会社に対する債務　短期金銭債務� �

３．子会社に対する債権　短期金銭債権� �

　　　　　　　　　　　　長期金銭債権� �

　　子会社に対する債務　短期金銭債務� �

４．有形固定資産の減価償却累計額�  　　　　　　�

５．リース契約による固定資産�

　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び

　　その周辺機器並びに自動車等をリース契約により使用し

　　ております。�

６．担保提供資産　　　　土　　　　地�   �

　　　　　　　　　　　　建　　　　物�   �

　　　　　　　　　　　　投資有価証券�   �

７．保　証　債　務�    �

８．１株当たりの当期利益�   

�

有形固定資産�

�

４５５，３５５千円�

１４，３０５千円�

９１６，５５３千円�

１，４０２，９９９千円�

３９４，９２４千円�

３，４３１，１４１千円�

�

�

�

�

７９５,４３０千円�

４５９，７７４千円�

５７４，００４千円�

２，３９９，６６２千円�

４円０６銭�

）�

１年以内返済予定の�
長 期 借 入 金�



金　　　　　額

【 営 業 損 益 の 部 】

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

３３，５９４，１９２

７，２４２，０４７

【営業外損益の部】

受 取 利 息・配 当 金

その他の営業外収益

６３，７０１

３８１，３２３

営　業　利　益

営業外収益

支 払 利 息

その他の営業外費用

３３３，４１９

５３８，７５６

営業外費用

投資有価証券売却益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

５７，５５０

２３４，８１３

税 引 前 当 期 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

特 別 利 益

固定資産売却除却損

退職給付会計変更時差異償却

ゴルフ会員権評価損

給料支給期間変更時差異

早 期 退 職 者 退 職 金

事務所移転に係る原状回復費

貸 倒 損 失

子 会 社 株 式 評 価 損

９５，３３７

５４３，３９９

１９７，３３７

１４４，３９２

１３５，８４４

１０７，７６６

６１，９３７

４１，１４２ １，３２７，１５５

特 別 損 失

経　常　利　益

４３，００６，６５４

４０，８３６，２３９

４４５，０２５

２，１７０，４１５

８７２，１７５

２９２，３６３

７０８，４７２

８３，５００

３１７，１８７

３０７，７８４

９７９，９８３

１，２８７，７６８

１，７４３，２６４

科　　　目

経

常

損

益

の

部

特

別

損

益

の

部

貸借対照表 損益計算書（平成１３年３月３１日現在） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）

繰　延　資　産 ２６，６８７

２６，６８７

資　産　合　計 ５４，４９７，０２７

科　　　目

【　資　産　の　部　】

流　動　資　産

固　定　資　産

現 金 及 び 預 金           
受 取 手 形
売 掛 金           
自 己 株 式
仕 掛 品
商 品
材 料 ・ 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
前 払 費 用
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

９，４２６，７９１
５５，３８５

２３，７０３，３００
５５９

７５，０９０
１６３，３３２

６，８７０
６５３，３５０
２０４，４３２
５２８，２１２
６０９，０００
４６４，３３３

△　１２４，６２４

３５，７６６，０３５

１８，７０４，３０４

金　　　額

投 資 有 価 証 券           
子 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金           
固 定 化 債 権
敷 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

新 株 発 行 費

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌
什 器 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
電 話 加 入 権

３，０７３，４０４
５，１７９

１４６，５２０
３，８３８

５９５，１７８
５，１４８，５０２

４７，３９１

２８２，６９７
１０２，１２１
５２，２２１

４，８２７，３７１
２３５，８７２
１１４，８０３
４８０，０００

４，２８６，６７９
１，１１７，９７８
２，２１５，４１２

３８６，８８３
△　４，４１７，７５４

９，０２０，０１５

無形固定資産 ４３７，０４１

投　 資　 等 ９，２４７，２４７

負 債・ 資 本 合 計 ５４，４９７，０２７

資　本　合　計 １６，８００，５５４

科　　　目

【　負　債　の　部　】

【　資　本　の　部　】

流　動　負　債

固　定　負　債

買 掛 金
短 期 借 入 金

未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
賞 与 引 当 金
そ の 他 の 流 動 負 債

６，４１７，７７２
２１，２２０，０００

１３０，０００

１，４３９，９１７
１６９，３７３
７５，８１７

６３５，２９５
４８９，０４８
１７４，３６６

３０，７５１，５９０

６，９４４，８８２

資　　本　　金 ８,７５８,４８１

法　定　準　備　金 ７,４７４,４７０

剰　　余　　金 １，２８７，７６８

評　価　差　額　金 △　７２０，１６５

（単位：千円） （単位：千円）

金　　　額（注） （注）

７,４７４,４７０

（３０７，７８４

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
預 り 保 証 金

資 本 準 備 金

当 期 未 処 分 利 益
（ う ち 当 期 利 益 ）

６，０００，０００
８９２，８４４
５２，０３７

１，２８７，７６８

その他有価証券評価差額金 △　７２０，１６５

負　債　合　計 ３７，６９６，４７２

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．親会社に対する債権　短期金銭債権�

　　親会社に対する債務　短期金銭債務�

３．子会社に対する債権　短期金銭債権�

　　　　　　　　　　　　長期金銭債権�

　　子会社に対する債務　短期金銭債務�

４．有形固定資産の減価償却累計額�  　　　　　　

５．リース契約による固定資産

　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び

　　その周辺機器並びに自動車等をリース契約により使用し

　　ております。

６．担保提供資産　　　　土　　　　地�   

　　　　　　　　　　　　建　　　　物�   

　　　　　　　　　　　　投資有価証券�   

７．保　証　債　務�    

８．１株当たりの当期利益�   

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．親会社との取引高� �

   �

３．子会社との取引高� � 　

   �

   �

�

有形固定資産

４５５，３５５千円

１４，３０５千円

９１６，５５３千円

１，４０２，９９９千円

３９４，９２４千円

３，４３１，１４１千円

７９５,４３０千円

４５９，７７４千円

５７４，００４千円

２，３９９，６６２千円

４円０６銭

３,１４３,８０２千円

１４０,００７千円

１３１,５１５千円

１,７１９,５８４千円

６５,４２６千円

売 　 　 上 　 　 高  

営業取引以外の取引高

売 　 　 上 　 　 高

仕 入 及 び 外 注 高 等

営業取引以外の取引高

）

１年以内返済予定の
長 期 借 入 金



セ コ ム 株 式 会 社�

三 菱 商 事 株 式 会 社�

株式会社東京三菱銀行�

株 式 会 社 北 陸 銀 行�

三菱信託銀行株式会社�

株 式 会 社 東 海 銀 行�

株 式 会 社 三 和 銀 行�

東洋信託銀行株式会社�

新 東 亜 交 易 株 式 会 社�

�

５３，０８４�

１，３４６�

１，２３２�

８９０�

７７８�

７５４�

７３８�

７２９�

３３０�

３２５�

（６９.９８％）�

（  １.７７  ）�

（  １.６２  ）�

（  １.１７  ）�

（  １.０２  ）�

（  ０.９９  ）�

（  ０.９７  ）�

（  ０.９６  ）�

（  ０.４３  ）�

（  ０.４２  ）�

重要な会計方針� 利益処分�

会社の概況�

　当社は、測量業者（第（１１）－５６号）、建設コンサルタント（建１１第１１５５号）、

補償コンサルタント（補１１第６８８号）、地質調査業者（質９第２４号）として

建設（現：国土交通）大臣登録、不動産鑑定業者（（３）第１４４号）として国

土庁長官（現：国土交通大臣）登録並びにシステムインテグレータとして

通商産業（現：経済産業）大臣認定を受け、総合的な技術コンサルティン

グ事業を行っております。�

１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。�
２．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。�
３．東洋信託銀行株式会社の持株数には、信託業務に係る株式数が１９２千株含まれて�
　　おります。�
　　三菱信託銀行株式会社の持株数には、信託業務に係る株式数が２４３千株含まれて�
　　おります。�
　�

■主要な事業内容�

■株式の状況�

会社が発行する株式の総数� 発行済株式の総数� 当期末株主数�

２０２,０３０,９９５株� ７５,８５１,３３４株� １４,５０７名�

●株式数及び株主数�

●大株主�

（単位：円）�

１，２８７，７６８，５６９�

�
１，２８７，７６８，５６９�

�

 株　　主　　名�
当社への出資状況� 当社の大株主への出資状況�

千株� ―�

１７８�

１,４４９�

７４０�

２７７�

４８４�

４１８�

５７５�

０�

―�

（ ― ％ ）�

（  ０.０１  ）�

（  ０.０３  ）�

（  ０.０８  ）�

（  ０.０１  ）�

（  ０.０１  ）�

（  ０.０１  ）�

（  ０.０４  ）�

（  ０.０１  ）�

（  ―  ）�

千株�

（注）�

持 株 数� （持株比率）� 持 株 数�（持株比率）�

当 期 未 処 分 利 益�
これを次の通り処分いたします。�

次 期 繰 越 利 益�

１．有価証券の評価基準及び評価方法�
　　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法�
　　　　�
　　�
�
�
�
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法�
�
�
�
�
３．固定資産の減価償却方法�
�
�
�
�
４．繰延資産の処理方法�
�
５．引当金の計上基準�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
６．収益の計上基準�
　　請負業務につきましては工事進行基準を採用しております。�
７．リース取引の処理方法�
　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース�
　　取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。�
�
�
�
�

日本トラスティ・サ ービス�
信託銀行株式会社（信託口）�

�
�
�
決算日の市場価格等に基づく時価法�

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）�
移動平均法による原価法�
�
最終仕入原価法�
最終仕入原価法�
個別法による原価法�
最終仕入原価法�
�
定額法（ただし、車輌については定率法により、耐用年数につい
ては、法人税法に規定する方法と同一基準）�
定額法（ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内におけ
る利用可能期間（５年） に基づく定額法）�
�
商法の規定に基づき期間内（３年）に毎期均等償却  �
�
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。�
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき当期に対応する額を計上しております。�
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。�
なお、会計基準変更時差異（２，１７３，５９８千円）については、４年に
よる按分額を費用処理（特別損失）しております。�
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間�

（１５．６年）による定額法により次期会計年度から費用処理するこ
ととしております。�

時価のあるもの�
�
�
時価のないもの�

�
�
そ の 他有価証券�
�
�
�
�
�
商 品�
材 料�
仕 掛 品��
貯 蔵 品�
�
有 形 固 定 資 産��
�
無 形 固 定 資 産�
��
�
新 株 発 行 費��
�
貸 倒 引 当 金��
�
�
賞 与 引 当 金�
�
退 職 給 付引 当 金�

８．重要なヘッジ会計の方法�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
９．消費税等の会計処理�
�
�
（追　加　情　報）　　　�

�
①ヘッジ会計の方法�
　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たし
　ている場合は振当処理を採用しております。�
②ヘッジ手段とヘッジ対象�
　ヘッジ手段　　為替予約�
　ヘッジ対象　　外貨建買掛金及び予定取引�
③ヘッジ方針�
　当社は、外貨建債務支払の短期の為替変動リスクをヘッジするために為替予約を実施し
　ております。�
�
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。�
�
�
１．　退職給付会計�
　　当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
　（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によっ
　た場合と比較して、経常利益は２４５，８２３千円増加、特別損失に変更時差異償却５４３，３９９千
　円を計上したことにより、税引前当期利益は２９７，５７５千円減少しております。�
　　また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付
　引当金に含めて表示しております。�
２．　金融商品会計�
　　当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
　業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用しております。この結果、従来の方法によった
　場合と比較して、ゴルフ会員権については税引前当期利益が１９７，３３７千円減少しており
　ます。有価証券及び貸倒引当金についてのこの変更による影響額は軽微であります。�
３．　外貨建取引等会計基準�
　　当期から改定後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に
　関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。この変更によ
　る損益への影響は軽微であります。�
４．　期末日満期手形の会計処理�
　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、
　当会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が当期末残高に
　含まれております。�
　　受取手形　２，２７５千円�



営業の概況

体向けＧＩＳアプリケーションの開発と地図データベース構築を行って

おります。政府は平成１２年１１月、５年以内に世界最先端のＩＴ国家と

なることを目指して「ＩＴ基本戦略」を打ち上げましたが、その中で高

度な移動体通信サービスを普及・促進する上でＧＩＳとの連携が必要で

あると明記するなどＧＩＳへの関心は一段と大きくなっております。

　当社はこれまで主として官公庁向けにＧＩＳ関連ビジネスを展開して

参りましたが、民間でのＧＩＳ活用ニーズも非常に高いことから企業経

営のツールとして、先に述べました数種類の経営ナビ商品を開発、リリ

ースいたしました。また、従来ＧＩＳは便利だけれども扱いにくいとのご

指摘がありましたため、インターネットを介して簡単な操作で地図やデ

ータが入手出来るＡＳＰサービスも開始いたしました。これらの民間向

けサービスは緒に着いたばかりですが、さらに内容の充実を図る所存

であります。

　当事業領域の受注高は１４０億６７百万円（同３.５％減）、売上高１６３億

１９百万円（同３１.６％増）となりました。

■会社が対処すべき課題

　当社はセコムグループの一員として、セコムグループの基本戦略で

ある社会システム産業構築の一翼を担うべく、事業構造の変革を進め

ているところであります。その一環として、２００１年１月に２１世紀の経営

ビジョン「ＧＥＯ（ジオ）計画」を策定いたしました。本計画は、確固たる

経営理念と組織風土を土台に「社会に真の価値を提供する企業」とし

て常に進化し続ける組織を築き上げ、「社会から存在を期待される企業」

となるためにその将来像を明示したものです。目指すところは、地理

情報サービス事業の創造企業であります。ＧＩＳを基軸に官需のみなら

ず民間市場をターゲットにした他社の追随を許さない新技術・新商品

の開発と市場での価格競争に打ち勝つことのできる経営体質に全社

を挙げて取り組んでゆく所存であります。

　なお、当社は宮城県・福島県両県に所在する官公庁等が指名競争入

札により発注する航空写真測量業務に係わる営業行為に関し、独占禁

止法に違反していたとして平成１３年５月２１日公正取引委員会より排除

勧告を受けました。当社は一昨年８月のセコムグループ入りを機に、「社

会的に公正であることを判断基準として常に正しさを追求する」こと

を経営理念に掲げ、遵法経営の推進に鋭意努力してまいりましたが、

今般勧告を受けたことは痛恨の極みであります。

　既に当社は、今回の勧告に至った平成１２年５月の公正取引委員会の

立ち入り調査を重く受け止め、その直後から役員人事を含む社内体制

の強化、経営理念の再徹底、並びに組織風土革新キャンペーンの遂行

など、全力を傾注し遵法経営の徹底を図っているところであります。

　当社はこの度の勧告を厳粛に受けとめ、これまで実践してきました

コンプライアンス・プログラムを改善強化し、いささかの疑念を持たれ

ぬよう徹底した遵法経営を実現して行く所存であります。

　株主の皆様を初め、関係各位に多大なご迷惑をおかけいたしました

ことをお詫び申し上げますとともに、株主の皆様におかれましては、今

後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますよう衷心よりお願い申し上げ

ます。

■営業成績及び財産の状況の推移

■�設備投資及び資金調達の状況

　①�設備投資の状況

　　特記すべき事項はありません。

　②�資金調達の状況

　　金融機関からの借入によって資金調達を行っております。

　

（注）

受 注 高

売 上 高

当 期 利 益

１株当たり当期利益

純 資 産

４６,８４５

５１,８６９

２３９

２円４３銭

３２，４５１

４５,５９３

４５,４４５

 １,０６４

 １４円０３銭

 １７,２１２

４６，８９３

５２，９８４

△ ３５，３７２

△ ３５８円６５銭

△ ２，９２１

（単位：百万円）

区　　　分
第５０期 第５１期 第５２期

（平成９.４～１０.３）（平成１０.４～１１.３）（平成１１.４～１２.３）

３９,５７２

４３,００６

 ３０７

 ４円０６銭

 １６,８００

第５３期
（平成１２.４～１３.３）

１．第５２期より収益計上基準に工事進行基準を採用しております。
２．売上高の第５０期、第５１期の数値には以下のとおり、不動産事業の売上高が含まれ
　　ております。
　　第５０期　１，８２１百万円　　　第５１期　５，６９３百万円

（平成１３年３月３１日現在） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）損益計算書（連結）貸借対照表（連結）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　　額

【 営 業 損 益 の 部 】

【 営 業 外 損 益 の 部 】

売 上 高
売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

従 業 員 給 料 及 び 賞 与
賞 与 引 当 金 繰 入 額
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額
広 告 宣 伝 費
家 賃 地 代
旅 費 交 通 費
滅 価 償 却 費
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 倒 損 失
連 結 調 整 勘 定 償 却 額
そ の 他 の 諸 費

営　業　利　益

営業外収益

営業外費用

４５，０９４，８５３
３４，６０３，３５８
１０，４９１，４９４

８，３０３，９２２

３，６３５，８５６
２２９，９７９
２１９，４５６
１３８，５７１
４９２，９０３
５６３，７９０
１０６，０６９
４９，６３２
１４，９３５

１１２，１２９
２，７４０，５９７

受 取 利 息
受 取 配 当 金
賃 貸 収 入
雑 収 入

７，１６７
５１，７７５

１８２，３５０
２００，１３１

支 払 利 息
新 株 発 行 費 償 却
有 価 証 券 売 却 損
持 分 法 投 資 損 失
賃 貸 原 価
雑 支 出

３６５，６２０
２６，６８７
４，０２３

１３５，７９１
２８２，５０６
２４２，６６８

特別利益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益

３７，５６１
５７，５５０

特別損失
固 定 資 産 売 却 除 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損
退職給付会計変更時差異償却
給料支給期間変更時差異
事務所移転原状回復等経費
貸 倒 損 失
早 期 退 職 者 退 職 金

１４８，３１４
２，９９９

３０６，０３７
５０２，０８０
１４４，３９２
１２０，６２０
５６，２１０

１３７，５５６

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

１５５，５５２
１４５，１１６

２，１８７，５７２

４４１，４２４

１，０５７，２９８

９５，１１１

１，４１８，２１３

科　　　　目

経　常　利　益 １，５７１，６９９

税金等調整前当期純利益 ２４８，５９７

少 数 株 主 損 失 ７１，７３８

当　期　純　利　益 １９，６６６

１，２２８，８１５

１，２４８，４８１

（単位：千円）

売 上 総 利 益

繰　延　資　産 ６０，２９２

資　産　合　計 ５６，５５３，２７８

科　　　目

【　資　産　の　部　】

流　動　資　産

固　定　資　産

現 金 及 び 預 金           
受取手形及び売掛金          
有 価 証 券
仕 掛 品
その他のたな卸資産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１０，２５９，２１７
２５，０２９，４３９

２１，４６５
１４４，２１４
１７３，８３９
６８５，２０８

１，２１５，０６４
△　１２４，８５４

３７，４０３，５９３

１９，０８９，３９１

金　　額

投 資 有 価 証 券           
固 定 化 債 権
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

４，８６１，５４３
４，２８６，６７９
２，３４９，０２８
１，８４０，７７７

△  ４，５０６，３５４

新 株 発 行 費
開 発 費

２６，６８７
３３，６０５

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

有形固定資産 ９，３４３，０３０

無形固定資産 ９１４，６８７

投資その他の資産 ８，８３１，６７４

負債・少数株主持分
及び資本合計

５６，５５３，２７８

資　本　合　計 １６，７０２，３７３

科　　　目

【　負　債　の　部　】

【　資　本　の　部　】

　（少数株主持分）

流　動　負　債

固　定　負　債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
前 受 金
賞 与 引 当 金
未 払 法 人 税 等
そ の 他

６，４１２，０６６
２２，４３５，７８６

７４９，００５
５９９，３１８
１３９，１０５

１，９４７，４４８

３２，２８２，７３１

７，３６３，８８５

少 数 株 主 持 分 ２０４，２８８

（単位：千円）

金　　額

資 本 金            
資 本 準 備 金
連 結 剰 余 金
その他有価証券評価差額金
為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式
子 会 社 の 所 有 す る
親 会 社 株 式

８，７５８，４８１
７，４７４，４７０
１，２４８，４８１

△　７３１，７５７
△　４０，８７９

△　５５９

△　５，８６２

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他

６，３８４，７１９
９２７，１２８
５２，０３７

負　債　合　計 ３９，６４６，６１６

３，１７５，２４５
２７６，２５４
６３３，７６５

５，２１０，３７３
４７，３９１

ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
連 結 調 整 勘 定
そ の 他

３１９，２５０
１０２，１２１
４３０，５２１
６２，７９３

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

小 　 　 計 １６，７０８，７９６



役　　員 （平成１３年６月２７日現在）

代表取締役会長（CEO）

代表取締役社長（COO）

取 締 役 副 社 長

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

庶 務 事 項

　平成１２年６月２９日午前１０時より東京都目黒区下目黒１丁目８番１号目黒
雅叙園４階「花苑」の間において第５２回定時株主総会を開催し、次のとおり
報告並びに決議されました。
�
報告事項　平成１２年３月３１日現在貸借対照表並びに第５２期（平成１１年４月
　　　　　１日から平成１２年３月３１日まで）営業報告書及び損益計算書報
　　　　　告の件　　　�

決議事項
　第１号議案　
　
　
　第２号議案　
　　　　　　　
　第３号議案　

　
　第４号議案

　第５号議案

　

　当期中に開催された取締役会において決議された主な事項は、第５２回定
時株主総会の招集、第５２期決算書類案の決定、第５３期中間決算の決定、そ
の他業務執行に関する重要な事項等であります。

　平成１２年 ６ 月２９日

　平成１２年 ８ 月２１日
　平成１２年１２月１８日　

２．取締役会

３．商業登記

１．株主総会

以　上

第５２期利益処分案承認の件
本件は、原案どおり承認可決され、期末配当金は無配と決
定いたしました。
定款一部変更の件
本件は、原案どおり承認可決されました。
取締役１名選任の件
本件は、原案どおり取締役に木村昌平氏が選任され、就任
いたしました。
監査役１名選任の件
本件は、原案どおり監査役に清水喜弘氏が選任され、就任
いたしました。
会計監査人選任の件
本件は、原案どおり会計監査人に監査法人太田昭和セン
チュリーが選任され、就任いたしました。

事業目的の変更登記
代表取締役木村昌平（新任）、監査役 清水喜弘（重任）
の各氏の就任登記
渋谷区の支店廃止登記
大阪市の支店移転登記



会 社 の 概 要�

�

設 立�

�

資 本 金�

�

�

発 行 済�

�

�

事 業 内 容�

�

�

�

登 録�

主 な 事 業 所�

本 社�

�

ＧＩＳ 総 合 研 究 所�

�

公 共 統 括 本 部�

�

東 北 本 部�

�

東 日 本 本 部�

�

首 都 圏 本 部�

�

中 部 本 部�

�

総合技術センター�

�

西 日 本 統 括 本 部�

�

関 西 本 部�

�

中 四 国 本 部�

�

九 州 本 部�

�

西日本技術センター�

�

ビ ジ ネ ス 統 括 本 部�

�

ビジネス営業本部�

�

e - 事 業 推 進 部�

�

ＣＲＭ 事 業 推 進 部�

�

ＦＭ技術センター�

�

Ｅ Ｓ Ｒ Ｉ 本 部�

�

〒１５３-００４３�

�

〒１５３-８５５５�

�

〒１５３-００４３�

�

〒９８０-６１１９�

�

〒１５３-８５５５�

�

〒１５３-８５５５�

�

〒４６１-００２５�

�

〒１５３-００４３�

�

〒５４２-００８６�

�

〒５４２-００８６�

�

〒７３０-００３７�

�

〒８１２-０００７�

�

〒５４２-００８６�

�

〒１５３-００４３�

�

〒１５３-００４３�

�

〒１５３-００４３�

�

〒１５３-００４３�

�

〒１５３-００４３�

�

〒１５３-００４３�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

第（１１）―５６号　�

建１１第１１５５号�

質９第２４号�

（関）１２１１０１４６　�

補１１第６８８号�

（１）第２４６号�

（般―１２）第８９６０号�

第３４９１８号�

�

�

�

�

�

�

�

　 　 　 　�

�

�

�

�

�

測 量 業 者�

建 設 コ ン サ ル タ ント�

地 質 調 査 業 者�

システムインテグレ ータ�

補 償 コ ン サ ル タ ント�

不 動 産 鑑 定 業 者�

一 般 建 設 業 者�

一 級 建 築 士 事 務 所�

�

昭和２４年７月１５日�

�

８，７５８，４８１，７００円�

（平成１３年３月３１日現在）�

�

�

�

�

航空写真撮影・測量、地上測量、地理情報サービス、

ＧＩＳソフト販売、土木設計、環境調査・アセスメント、

道路調査、地質調査�

東京都目黒区東山１-１-２�

�

東京都目黒区東山２-８-１１�

�

東京都目黒区東山１-１-２�

�

宮城県仙台市青葉区中央１-３-１�

�

東京都目黒区東山２-１３-５�

�

東京都目黒区東山２-１３-５�

�

愛知県名古屋市東区徳川１-１５-３０�

�

東京都目黒区東山１-１-２�

�

大阪府大阪市中央区西心斎橋２-２-３�

�

大阪府大阪市中央区西心斎橋２-２-３�

�

広島県広島市中区中町３-１１�

�

福岡県福岡市博多区東比恵４-３-１０�

�

大阪府大阪市中央区西心斎橋２-２-３�

�

東京都目黒区東山１-１-２�

�

東京都目黒区東山１-１-２�

�

東京都目黒区東山１-１-２�

�

東京都目黒区東山１-１-２�

�

東京都目黒区東山１-１-２�

�

東京都目黒区東山１-１-２�

�

�

�

Tel. ０３-５７２２-７６００�

�

Tel. ０３-３７１５-４０１１�

�

Tel. ０３-３７１５-１６１５�

�

Tel. ０２２-２１７-００６２�

�

Tel. ０３-３７１５-１６２１�

�

Tel. ０３-３７１５-１６１１�

�

Tel. ０５２-９７３-６６２７�

�

Tel. ０３-６４１２-２５００�

�

Tel. ０６-６２１４-６７００�

�

Tel. ０６-６２１４-６７００�

�

Tel. ０８２-２４８-３３９１�

�

Tel. ０９２-４５１-３５２１�

�

Tel. ０６-６２１４-６７６０�

�

Tel. ０３-３７１５-１８８０�

�

Tel. ０３-３７１５-１８８０�

�

Tel. ０３-５７２２-７６１９�

�

Tel. ０３-６４１２-２８２２�

�

Tel. ０３-３７１５-１５３０�

�

Tel. ０３-３７１５-１６０１�

�

株 式 総 数�
７５，８５１，３３４株�
（平成１３年３月３１日現在）�



決 算 期

定 時 株 主 総 会

利 益 配 当 金

株 式 名 義 書 換

公 告 掲 載 新 聞

毎年３月３１日

毎年６月

毎決算期日の最終の株主名簿に記載された株主及び実

質株主名簿に記載された実質株主又は登録質権者に支

払う

名義書換代理人

　東京都千代田区丸の内１丁目４番３号

　東洋信託銀行株式会社

同事務取扱所

　東京都江東区東砂７丁目１０番１１号

　（郵便番号 １３７-８０８１）

　東洋信託銀行株式会社  証券代行部

同取次所

　東洋信託銀行株式会社全国各支店

　野村證券株式会社全国本支店

名義書換停止期間

　毎年４月１日から４月３０日までの１カ月間

　その他必要あるときはその都度公告する一定の期間

名義書換手数料

　無　料

東京都において発行する日本経済新聞

株 主 メ モ


